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１．航空安全規制の現状



１－１ 航空安全の確保

航空の重要性

航空輸送は国民の足として国民生活に不可欠
経済の活動・発展に不可欠
観光などの国際交流促進に不可欠
今後も航空輸送量は増大

航空輸送は国民の足として国民生活に不可欠
経済の活動・発展に不可欠
観光などの国際交流促進に不可欠
今後も航空輸送量は増大

安全な交通手段であることが必須

航空を取り巻く環境の変化や航空の特徴を踏まえた安全の確保航空を取り巻く環境の変化や航空の特徴を踏まえた安全の確保

航空の特徴

事故発生時の被害は甚大か
つ地上の第三者へも被害が
及ぶ可能性

国際基準との調和が必要

最先端技術が導入されるた
め、技術の進歩に即応する
必要

環境への配慮が必要

事故発生時の被害は甚大か
つ地上の第三者へも被害が
及ぶ可能性

国際基準との調和が必要

最先端技術が導入されるた
め、技術の進歩に即応する
必要

環境への配慮が必要
航空技術安全行政の役割
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１－２ 航空技術安全行政の課題と世界的な枠組

国際航空のため統一した運用が望ましいと認められた基準で、原則として締約国が遵守
しなければならないもの。これと異なる規則や方式を採用する国は、理事会に相違通報を
行う義務がある。

国際標準

世界５２ヶ国の代表により、第２次大戦後の国際民間航空のあり方を検討するための会議
を開催。国際民間航空条約 （シカゴ条約）を採択。

国際民間航空機関（ICAO）発足 。現在１８８ヶ国が加盟（日本は１９５３年に加盟）。航空機
の耐空性や航空従事者の免許等に関する国際標準及び勧告方式を 条約の附属書として

採択・改正。

１９４４年

国際民間航空条約（シカゴ条約）

附属書

勧告方式
国際航空のため統一した運用が望ましいと認められた細則で、締約国が遵守するよう努力
するもの。

１９４７年

航空技術安全行政

航空従事者の免許（第１附属書）

航空規則（第２附属書）

航空図（第４附属書）

航空機の運航（第６附属書）

航空機の安全性（第８附属書）

航空情報サービス（第１５附属書）

危険物輸送（第１８附属書）

航空環境保全（第１６附属書）

人的要素の安全
性確保

機体等の安全性
確保

航空機の運航の
安全確保

航行に関する
一般の規則

２

航空安全規制は、国際民間航空条約（シカゴ条約）及び附属書の国際標準にもとづき実施。
附属書の改訂等の検討を行う国際民間航空機関（ICAO）の会議には我が国も積極的に参画

し、航空安全の国際標準の策定等に関与



３ １－３ 航空機の安全性の確保

航
空
機
の
製
造

耐
空
証
明

運航 不具合発生

必要に応じ耐空性改善の指示認可

航空会社

輸入機の製造国当局
（米国連邦航空局等）

航空機メーカー

型
式
証
明

必要な整備・
改造の指示

整備施設検査 ・立入検査

認定

航空局

不
具
合
情
報

•飛行前点検
エンジンオイル量や電源、故障の有無等の出発前確認

•定期整備（整備間隔は機種によって異なる。例：B767 ）
非常用機器・与圧系統・操縦系統等の状態・作動点検（概ね500～600飛行時間毎）

機体の構造やシステムの詳細点検（概ね6000飛行時間毎）
腐食除去、非破壊検査を中心とした機体内部構造・システムの深度の深い点検（概ね5～6年毎）

整備

整備規程

整備の実施

整
備
の
実
施

整
備
・
改
造
等
の

認
定
事
業
場

国家資格を有する整備士

試験

設計、整備方式等
技術対策の検討



１－４ パイロットに係る安全性の確保
４

入社後、
概ね１５年
程度で昇格

副
操
縦
士

訓
練
生

国による実地試験及び学科試験

（指定航空従事者養成施設以外）

注）上記技能証明以外に、航空身体検査証明が必要（機長では６ヶ月毎、副操縦士では１２ヶ月毎に検査）

事
業
用
操
縦
士
技
能

証
明
取
得

事
業
用
操
縦
士
技
能

証
明
取
得

定
期
運
送
用
操
縦
士

技
能
証
明
取
得

国
に
よ
る

機
長
認
定

指定本邦航空運送事業者

（現在14社を指定）

査察操縦士による機長の定期審査

指定本邦航空運送事業者

（現在14社を指定）

査察操縦士による機長の定期審査

査
察
操
縦
士

機
長

国
に
よ
る

指
名
等

機長昇格後、
概ね１０年
程度で昇格

一部の操縦士

国による指定及び随時監視

指定航空従事者養成施設（大手エアライン）

訓 練、 技 量 の 確 認
注）国による学科試験は必要



５ １－５ 運航の安全確保

申

請

事

業

計

画

許

可

•運航管理施設
•整備施設
•訓練施設

認 可

航空会社に対する安全監督

国による、基準適合審査・安全監督・指導

運航開始後も計
画的な立入検
査等により事後
チェック

不具合発生
事業計画の変更
運航規程・整備規程の変更
新規機材導入・路線新設等
による施設の変更

運航管理者（ディスパッチャー）・運航乗務
員・整備士等は運航規程・整備規程を遵守
して業務に従事

合 格

•運航規程
•整備規程

審査・検査

不具合情報

再発防止策
の検討等の
指示

審査 検査審査

運

航



１－６ 世界的な事故の傾向

当初の事故率の高さは、機体の安全性の低さに起因
その後は、機体の安全性の向上及び安全のための装備の開発・普及に
より減少するが、事故率は下げ止まりの傾向
今後の航空輸送量の増加が続くと予定されることから、事故率が下げ止
まると事故件数及び犠牲者数は増加するおそれ。
近年の事故は、主にヒューマン・エラーに起因するものが多くを占め、運
航乗務員に対する適切かつ継続的な訓練の実施等が課題

６

事故率
（件数/100万回）

死亡者数

出典：BOEING

世界における事故率及び死亡者数の推移
（エアライン用ジェット機）

85

機体損失・死亡事故
件数

全事故件数

機上死亡者数



31%

69%

操縦士

その他

１－７ わが国における事故・重大インシデント等の事例とその対策（１）
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その他

滑空機

回転翼航空機

小型飛行機

大型飛行機

我が国の航空事故件数

大型航空機の事故件数は年間数件程度
1986年以降、我が国航空会社の旅客の

死亡事故は発生していない。

大型航空機の事故原因（１９９７年－２００３年）

事故原因には操縦士に起因するもの
が多く含まれる。
その他の中では、タービュランス（乱気
流）への遭遇により、乗客・乗員が負
傷するケースが多い。

７

注）我が国の運航者による航空事故件数



１－７ わが国における事故・重大インシデント等の事例とその対策（２）

再発防止策
（一次的）実施

事故又は
重大インシデント

発生
報告受理 原因調査

報告書公表

勧告・建議

再発防止策
（追加的）実施

航空局は必要に
応じ調査を支援

報告 通報

航空・鉄道事故調査委員会の業務事故等発生時の対応と再発防止策

事故等の事例その１【人的要因】

１９９７年６月 名古屋空港へ着陸のため降下中、
機体の急激な動揺により、乗客及び客室乗務員が
負傷。

航空局の対策

•航空機の自動操縦装置の特性について運航乗
務員に対する教育訓練の見直しと充実を指示

•乗客のシート・ベルト常時着用の促進等を通知

２０００年９月 佐賀空港へ着陸のため進入中、機
長が小脳出血のため意識不明となる。

•運航乗務員の血圧管理についての指針を策定
し、提示

•運航乗務員の健康管理体制について改善を指
示

２００３年１月 新東京国際空港に着陸後滑走路を
オーバーランした。

•運航乗務員に対する教育訓練の強化を指示

事故等でなくとも，必要に
応じ対策を講じることが重
要

８



１－７ わが国における事故・重大インシデント等の事例とその対策（３）９

事故等の事例その３【その他】

２００１年１月 ２機の航空機が静岡県焼津上空で
異常接近。一方の回避操作による機体の動揺によ
り乗客・乗員が多数負傷

• 管制官と航空機衝突防止装置の回避指示が異
なった場合、装置の指示を優先させるべきことを明
確化し徹底

• 運航乗務員に対して教育訓練の強化を指示
• 管制用レーダー画面機能の改善等
• 管制官の教育訓練の強化 等

航空局の対策

事故等の事例その２【機材要因】

２００４年１月 同型機のエンジンに２日連続で不
具合発生（福岡・鹿児島）。同型機の一斉点検で、５
２台中２１台のエンジンの圧縮機静翼に亀裂発見

２００４年１月 徳之島空港において着陸滑走中、
主脚折損により機体がかく坐

航空局の対策

• 設計国である米国の連邦航空局（FAA)に通報
• 同型機の主脚の繰り返し検査及び必要に応じ交
換を指示

【航空・鉄道事故調査委員会で事故原因を調査中】

• 同型機のエンジンの緊急点検及び繰り返し点検を指示
• 設計国当局であるFAAに対策等の検討を依頼するとと
もに、FAAを通じエンジンメーカーとも情報・意見の交換
を実施

• 安全上問題がある静翼については、全て交換を指示



２．最近の航空技術安全行政の課題



２－１ 航空会社の安全確保（１）

新規参入エアライン対策規制緩和を背景に、国内事業者数及び新規参入路
線数が増加

0
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16社
18社 19社 20社 22社

23社
24社

国内事業者数の推移

福岡

鹿児
島

宮崎

熊本

徳島

札幌
旭川

（平成16年1月現在。羽田発着旅客

便の路線）

新規参入路線の増加

事業者自身による安全確保へ向けた積極的な取組み
が重要
新規参入事業者は、運航・整備の経験が浅い。
安全水準が低下しないためにも事業開始後も継続した
安全監視が必要

新規航空運送事業者の安全確保

消費者が安心して利用できるよう
以下のことを着実に実施

事業許可時の事業計画の安全面からの
審査
運航規程・整備規程の認可⇒運航面・整
備面における事業者の安全確保体制を
審査
運航管理施設等の検査⇒運航管理・整
備・乗務員等の訓練の施設の安全性に
ついて検査

これらに加え、以下を実施

安全性実証試験の実施⇒運航・整備の
確実な実施能力の確認
計画的な立入検査、随時監査及び業務
担当者会議の開催による安全監視の充
実

航空局の取り組み

スカイマーク
エアドゥ

スカイネットアジア

新規参入エアラインの安全確保

１０



２－１ 航空会社の安全確保（２）１１

認定事業場制度（航空法第２０条）

航空機又は装備品の製造、整備又は改造の能力に
対する認定制度

認定においては、施設の適切な維持管理、組織・人
員体制、品質管理、社内監査制度等について、基準
を設け審査を行うことにより、安全性が確保できるこ
とを確認

参入規制緩和等による競争の拡大

○ 航空運賃低廉化の要請
○ 新規航空会社の参入

外部委託の活用による効率化

国内外での事業者間の競争の激化、運航形
態の多様化に伴い、整備業務などの効率化
を目指したアウトソーシングが進む。

航空局の取り組み

外注委託の安全確保については、事業者自らにより適
切な委託管理が行われる必要がある。更に国は、外注
委託先を認定事業場として品質保証体制等を直接監視

認定事業場制度による安全確保

航空機の運航整備

装備品の修理航空機の修理・改造

認定事業場数の推移（H8～H15年度）
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航空会社によるアウトソーシングの拡大に対応した安全確保

整備・改造作業の委託



○羽田再拡張等による空港容量の拡大
○航空交通量の拡大
○我が国空域は既に飽和状態

航空交通量の拡大のため、空域の見直
しや運航効率の向上が必要

２－２ 航空交通量増大に対応するための新運航方式の導入の環境整備

航空機

航空機、装備品等の
開発、改良及び証明、
等

保安施設

従来型施設、衛星等の
整備に伴う改良、新技術
の開発 等

管制基準

管制の実施方法、経路の設
定方法、設定経路・保安施
設の確認、管制官等の訓練
方法等の規定

運航基準

必要装備品、運航の実施
方法、乗務員等の訓練方
法等の規定

空域管理国が
設定・整備

航空機製造
国が証明

運航国が基
準整備、承認

航空局の取り組み新運航方式の導入

○新運航方式を行う航空機の航行の統一的な安全確保の観点から
ＲＶＳＭ運航等を行う航空機の航行について安全を担保するため
の統一的な制度を導入

○ＲＶＳＭ運航やＲＮＡＶ運航等に必要となる運航基準等の策定を行
い、新運航方式を実施する環境を整備

○新運航方式により安全性及び効率性が向上

１２

○ＲＶＳＭ（Reduced Vertical Separation 
Minimum:短縮垂直間隔）運航
航行する航空機の垂直方向の間隔を短縮する
ことにより空域の容量を拡大

○ＲＮＡＶ（aRea NAVigation:広域航法）

運航
航空機の飛行管理装置等により飛行経路を自
由に設定可能とし、効率的な経路を多数設定可
能

等の精度の高い新運航方式を導入するこ
とが必要



２－３ 国産旅客機開発の安全確保への対応

国産航空機開発計画

欧米の検査体制 現状の航空局の検査体制

国の検査体制の強化

○ 航空機技術審査センターの設立
（平成16年4月～）

航空機の安全の根幹である設計
の審査を集中的に実施

○ 国の審査スタッフの充実
外部研究機関等の活用

航空局の取り組み

【【燃費を大幅に向上させる軽量・低抵抗主翼・胴体燃費を大幅に向上させる軽量・低抵抗主翼・胴体】】

【【新アビオニクス新アビオニクス】】

【新操縦
システム】

【【新コックピット新コックピット】】

【【試作機製作・試験等への試作機製作・試験等への

革新技術の適用革新技術の適用】】
事業計画

１５年度から ５年間程度
事業費 約５００億円

（国と産業界が折半）

○国産航空機の安全性確保
－国が全ての検査を実施
－小型機に対応した

最小限の検査体制

○国産航空機はこれまで
小型プロペラ機やヘリコプタが中心

安全性が厳しく求められる
旅客機の膨大な検査業務

への対応困難

○旅客機等の航空機
を継続的に製造

○自国製造の航空機の安
全性確保のために
－国が多数の職員を

擁し、検査を実施
－更に民間の能力を積

極的に活用し、
充実した検査体制を確保

民間能力の活用

○国が能力を認定することにより、事業
者（設計者）自らが行った設計に伴う
試験等について、立会等でその適切
性を自らが確認することにより、関連
する国の検査の一部を省略する制度
の導入

○米国や欧州においては、既にこのよう
な民間能力活用の制度を使い、設計
に係る検査を効果的に行っている。

検査体制の強化・
制度の合理化を目指す

１３



操縦士供給のための総合的対策の推進操縦士供給のための総合的対策の推進

操縦士及び訓練生の年齢構成（主要航空会社１５社）
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需要予測に基づく操縦士数

今後確保が必要となる操縦士数

退職による要補充操縦士数

需要予測に基づく必要操縦士数

航空需要の増大や団塊世代の大量退職等に伴い４００～５００人／年の操縦士確保が必
要となるため、操縦士供給のための総合的対策を推進する必要がある。

課 題

①航空大学校による基幹的要員の安定供給 ②自社養成の活用とそのための環境整備

③民間飛行訓練会社の育成・振興 ④外国人乗員の活用とそのための環境整備

⑤加齢乗員の活用とそのための環境整備

操縦士養成の現状
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（平成１１年度～平成１５年度）

そ　　の　　他

外　　国　　人

自　 社　 養　 成

防衛庁民間活用

航空大学校

操 縦 士 供 給 割 合

　

航空大学校
３８％

自社養成
３６％

防衛庁
１２％

外国人
６％

その他
８％

平成１６年１月１日現在（総数５,８２８人）

　（15社内訳）
　JAL 、ANA
  JAS 、ANK
  JTA 、JAC
  JAA 、NCA
  JEX 、SKY
  ADO 、JAZ
  AJX 、HLQ
  SNA

（主要航空会社１５社）

２－４ 航空需要の増大に伴う高質な操縦士の確保１４

航空局の取り組み

（人）

（年）



２－５ パイロットに対する語学能力証明（仮称）について１５

２００８年３月５日以降、パイロットの語学能力

（英語）を実証

母国語レベル以外の者について、定期的に繰

返し評価

安全性の向上、ＩＣＡＯ標準の遵守の観点か

ら、語学能力証明を制度化

パイロットの語学能力が関与したと考えられる事故が多発
発生年 発生場所 概 要
１９９０ 米国 アビアンカ航空のパイロットが、管制官に対して燃料切れを英語で伝えることができず、墜落

（死亡者７３名）
１９９６ インド カザフスタン航空のパイロットが、管制官からの指示を理解できず、サウジアラビア航空機と衝突

（死亡者３１２名）
１９９７ インドネシア ガルーダ・インドネシア航空のパイロットが、管制官からの指示を聞き違え、墜落

（死亡者２３４名）
１９９７ グアム 大韓航空機のパイロットが、管制官からのグライド・スロープ使用不可の連絡を理解できず、

墜落（死亡者２２８名）

パイロットの語学能力が関与したと考えられる事故が多発
発生年 発生場所 概 要
１９９０ 米国 アビアンカ航空のパイロットが、管制官に対して燃料切れを英語で伝えることができず、墜落

（死亡者７３名）
１９９６ インド カザフスタン航空のパイロットが、管制官からの指示を理解できず、サウジアラビア航空機と衝突

（死亡者３１２名）
１９９７ インドネシア ガルーダ・インドネシア航空のパイロットが、管制官からの指示を聞き違え、墜落

（死亡者２３４名）
１９９７ グアム 大韓航空機のパイロットが、管制官からのグライド・スロープ使用不可の連絡を理解できず、

墜落（死亡者２２８名）

国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）は、以下の国際
標準を採択

注）ＩＣＡＯ標準に基づき英語能力の証明を行わな
い場合、米国等から乗入を禁止される可能性有

国際民間航空機関において、パイロットの語学能力（英語）に関する国際標準を採択。
我が国においても、当該標準を制度化する必要がある。

航空局の取り組み



３．小型航空機の安全対策



３－１ 小型航空機の安全対策（１）

我が国の航空事故件数の8割以

上は小型航空機によるもの
・・・事故原因は操縦者に起因す
るものが多い。

操縦者への対策
を中心に小型航
空機への安全対
策を強化

航空事故の現状

2003年における事故件数比率

大型航空機
16%

小型航空機
84%

我が国における小型航空機の安全対策

航空法に基づく安全確保策

•耐空証明制度
•航空従事者技能証明制度
•航空運送事業者・航空機使用事業者への許可制度
•安全性確認検査
•運航のため必要な情報（ノータム、気象情報）の提供 等

関係団体への安全情報の提
供による啓蒙

安全対策の通知
HP等を通じた情報提供

自家用操縦士の技量確保

自家用操縦士の技量維持
に係る指針の提示
（平成１５年３月）

航空局の取り組み

民間による実施が有効な施策

１６

自家用操縦士に対する
安全講習会の開催
（平成１５年度より実施）

操縦士の技量維持（飛行経験
の充足）を目的としたシミュ
レーターの導入
（平成１７年度運用開始）

安全情報の収集及び活用
（小型機ASI-NET）

（１６年度運用開始）

自家用操縦士の技量確保



ASI-NETの目的

インシデントやヒヤリ・ハット情報等を
一元的に収集し分析、運航者間で共
有することにより、危険を予知し事故
を未然に防止する。

大型機等を運航するエアラインが中
心（１７社）
平成11年12月にASI-NET運用開始

事務局：ＡＴＥＣ

小型機運航事業者、操縦士協会等
が参加
平成16年4月より小型機ＡＳＩ－ＮＥＴ

を運用を開始
事務局は、（財）航空輸送技術セン
ター（ＡＴＥＣ）

航空局は、ネットワークへアクセスし
ない・当該情報の提供を求めない

⇒自発的な報告を保護・促進

未経験の事例について知る。

単独では不可能な多数の事例を知る。

類似事例を比較可能

問題に対する解決策を模索可能

情報共有による効果

３００

２９
１ 事故インシデント

ヒヤリ・ハット

従来大型機等を運航するエアラインで運用していた航空安全情報ネットワーク（ASI－NET：Aviation Safety 
Information Network）について平成16年4月より小型機についても小型機ASI-NETを運用開始。

３－１ 小型航空機の安全対策（２）１７

（参考）

小型機ASI-NET

ASI-NET


